
謹粧睾群舞辟鮎施蒜蒜㌫基本方針肺の全触新船　相磯曹撃機転

瀧平成20年度予算においては、「基本方針2005」に則り、最大限の歳出削減を行う。



●成長力底上げ戦略～〝基礎ガを高める

・「ジョブ・カード制度」（職業能力形成システム）の構縞（平成20年度に本格真旛）

・母子家庭、生活保護世帯、陣容著等の就労移行に関する5年間の具体的目標を盛り込んだ「橿社か

ら題用へ」推進5か年計画（年内に策定）

・r中小企縞生魔性向上プロジェクト」の推進と最低賃金制度の充責（円卓会議で検討し、政労使合意

を得て引き上げ）

eサービス葺新戦略～〟効率〟を高める

・電子禽取引尊の共通基盤の鷺傭（平成22年度まで）なalTlCよる生魔性向上

・「ユビキタス樽区」（平成1，年度内を目途に創設）などICT産業の国際競争力酎ヒ

イ地域力幕生嶋照雁称）」の創設に抱け梧検討、地頭密着型金融に関する監督指針の改定（平成

摩づく適正な評価等の一体的推進
JT

年内に一軍P桔輪）J

イノベーションを促進

e成長可能性拡大戦略－イノベーション等～〝創造力〝を高める

・革新的医薬品・医療機器創出5か年戦略（治験、薬価制度の改革等）

・世界最先職のデジタルコンテンツ流通促進法制の整備（2年以内）

・大事・大攣餅故事

餌立大手法人遭曽賃交付金改革（年度内に見直しの方向性）、購争的黄金の拡充、

9月入学（4月入学原則弾力化）、事務局改革等

eグローバル化改革～オープンな国づくり

・WTOへの積極的取組。エ穏轟に従ったEPA交渉の取組強化。日米、日EU等のEPAを将来の堺

樫として検討し、可能な国・地域から準備

・「金融・責本市嶋漬●力強化1ラン」（平成1I年内を目途に策定）

取引所で総合的な品揃えの実現、義行と証券のファイアーウォール積網の見直し等

・航空自由化（アジア・オープンスカイ）

「アジア・ゲートウェイ構想」の航空自由化工程表の策定、羽田の国際チャーター便（定期的なものも含

む）の推進等

e労働市場改革～複線型でフェアな働き方の実現

・「ワーク・ライフ・バランス徽雷」や「徽せ方をまえる、日本を変える行軸指針」の策定（年内）

e地域活性化～地域の活力なくして園の活力なし

・農場を含めた鼻糞改革の全体儀とエ趨轟をとりまとめ（平成19年軟）

●歳出・歳入一体改革

・真lこ必要なニーズにこたえるための財源の重点配分を行いつつ、「基本方針2006」で示された5年間

の歳幽改革を着実かつ計圃的に実施。

・平成20年度予算は、この歳出改革を軌道に乗せる上で極めて重要な予算であることから、歳出全般に

わたって、これまで行ってきた歳出改革の努力を決して緩めることなく、団、地方を通じ、引き続きr基本

方針2006」に則り、最大限の削減を行う。

・「進路と戦略」で示した予算編成の原則に沿って、「新たに必要な績出を行う際は、原則として他の経貴

Jの削減で対応する」、「税の自然増収は安易な歳出尊に振り向けず、将来の四月貴社の軽減に向ける」

f言凍華中財叩常を甲。・
「豆腐らした銀山鰻重の取細を得っで＿放念射虎L争れたい掛金但嘘や心耳什放出r仕ろ亀錮鰭【rhH∵7

した績鱒や率組を行って・なお榔噂しきれない社会保障や少子化などに伴う負抱増に対して
幹定職譲を確億し将来世代への蝕め先送りは行わない。



・「公共投責に関する基本的考え方」（5項目）の握示、一般境争入札の拡大。

・社会保障について、「霹療・介憺サービスの雷向上・鋤車化プログラム」（平成20年度から5年間を

基本、定量的な指標及び目標年次を設定）を推進。このプログラムを踏まえ、「基本方針2006」を達

成するための道筋を示す（年内）。

・「基本方針2005」（2．6兆円程度）を上回る公務員人件責の削減を目指し、改革を具体化。

e税制改革

・平成1，年秋以降、税制改革の本格的な榛輪を行い、

観点から、消蒙税を含む鋭鋒幕の抜本故事を彙璃させるペく、取り組む．

・実現すべき5つの柱の棲示

e予算制度改革　　　　　　　　　　　　　　J

・「予算の全体像」の策定等を通じ、予算の戦略性、総合性竜頭化中

・各年度の予算と財政健全化の中期白檀との整合性を確保

の公務員制度改革

・書府省による幕戯車線握を鱗止し、官長人材交流センターに一元化．センターは亨

m一元化美旛時期は、センタ一徹教義3年以内。

・能力・実績主轟を導入するため、能力本位の任用制度を確立

・「電車公糖鼻制度改革暮書法書」（仮称）を次綿遥鸞円合に握出

e独立行政法人改革

・全ての独立行政法人（101法人）を対射こ、民営化等を検討し、「独立行敢清人食糧会電化岬鴫

年内を目途に策定。

e貴慮債務改革

の市場化テスト

・責貴之3区内のハローワーク2か折における無料糠薫紹介について市場化テストを行う（平虞20年

度自選）

e地方分権改革

・地方分権改革推進章員会において、国と地方の役割分担等について検討を進め、平成1I年軟に中

間とりまとめ

・補助金、交付税、税源配分の一体的な改革に向け地方債を含め検肘、地方蘭の税源傭在是正策、

地方寅分部局の抜本改革（地方への移譲・合理化）等

・■ふるさと納税’の検討

●環境立国戦略

・「京都撫定書目標達成計画」の見直し（平成19年度中）

「1人1日1kg」の温室効果ガス削減を目指した国民運動（サマータイム等）

・「美しい皇50」に示された3握喪・3原則に基づき、リーダーシップを発推して、平成20年北海道洞爺

湖サミットにおいて、2013年以降の枠組みづくりに成果

の教育再生

・全ての子供たちに高い学力と規範憲鶉を身につけさせるための機会を保障

l授業時数の10％増等

・高等学校における体験活動等の実施

（平成19年度中に学習指導要領などの改訂）

寧録するため、メリハリのある教員給与体系の実現

（平成20年4月を目途に「教員給与特別櫓置法」などの改正）

，篇3章の「1．歳出・歳入一体改革の実現」と整合性を取りつつ、効率化を徹底しながら、

つけて教育再生に薫に必要な予算について財源を確保する。

次世代育成克擬の財湘こついては、税制改革や社会保障制度改革の中で総合的に検

ビスの橿縮

滑幣フワンティア戦略」の推嵐がん対策の総合的な取組等
記録闇員への迅速かつ徹底的な取組

注）本贅料は、r糠漬財敢改革の基本方針2007」の説鴫用の責料として、内鴫府の賃任において

作成したものであり、鮮握については本文を韓参鼠下さい。


